茨城県長期優良住宅制度取り組み工務店登録制度要綱
（趣旨）

第1条 この要綱は、長期優良住宅制度の普及促進を図るため、同制度に取り組む県内工務店を登録し、公表するため必要な事項を定めるものとする。

（登録等）

第2条 知事は、次の各号のいずれか該当する県内に本社が所在する建設業者について、長期優良住宅制度取り組む工務店（以下「取り組み工務店」という。）として登録することができる。
（1） 長期優良住宅の元請け工事実績があること
（2） 公的団体等が開催した長期優良住宅に関する講習会を受講した社員がいること
（3） 長期優良住宅の設計若しくは工事管理実績がある県内所在の建築設計事務所若しくは公的団体等が開催した長期優良住宅に関する講習会を受講した社員がいる県内所在の建築設計事務所と協力して長期優良住宅に取り組む体制が整っていること
２　前項の規定による知事の登録を受けようとする者は、長期優良住宅取り組み工務店名簿登録申請書（様式第１号）に、登録要件チェック表（様式第２号）を添えて、知事に提出するものとする。
３　知事は前項の申請があった場合において、当該申請者が第１項各号のいずれにも該当しない場合若しくは申請者が取り組み工務店として登録することが不適当と認められる場合は、登録しないことができる。この場合は、知事は登録しない旨を申請者に通知するものとする。

（登録事項の公表）

第3条 知事は、第２条第１項の規定により取り組み工務店を登録したときは、その登録内容を長期優良住宅取り組み工務店名簿（以下「名簿」という。）に掲載し、県のホームページで公表するものとする。

（登録事項の変更）

第4条 取り組み工務店は、第２条第２項に基づき申請した登録事項に変更が生じた場合は、速やかに長期優良住宅取り組み工務店名簿登録事項変更届（様式第３号）により知事に届け出なければならない。
２　知事は、前項の規定による届出により名簿の修正が必要となった場合は、速やかに名簿の修正を行うものとする。

（登録の取り下げ）

第5条 取り組み工務店は、名簿への登録を取り下げようとするときは、長期優良住宅取り組み工務店名簿登録取り下げ届（様式第４号）により知事に届け出なければならない。

２　知事は、前項の規定による届出があったときは、速やかに名簿から当該工務店を削除するものとする。

（登録の取消し又は停止）

第6条 知事は、取り組み工務店が次の各号のいずれかに該当する場合は、その者の登録を取消し、又は登録の停止を行うことができる。

（1） 第２条第１項第２号及び第３号のいずれにも該当しなくなった場合
（2） 本社が県内に所在しなくなった場合
（3） その他、取り組み工務店として登録することが不適当と認められる場合
（実施細目）

第7条 この要領に定めるもののほか、取り組み工務店の登録に関し必要な事項は、別に定める。

付　則

この要領は、平成２３年２月１６日から施行する。
（様式第１号）
平成　　　年　　　月　　　日

茨　城　県　知　事　　　殿

（掲載依頼工務店）住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
（協力設計事務所）住所　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　
長期優良住宅取り組み工務店名簿登録申請書

茨城県長期優良住宅制度取り組み工務店登録制度要綱第２条第１項に規定する登録を受けたいので、同条第２項の規定に基づき登録要件チェック表を添えて申請します。
登録事項

　１　工務店名
　２　住所
　３　電話
　４　該当項目　　　　①　　　②　　　③　　　

記載上の注意

· ２の住所は、県内であることが必要です。

· ４の該当項目は、該当する番号を○で囲んでください。少なくともひとつには該当することが必要です。また、登録要件チェック表の該当項目の表と一致させてください。

（様式第２号）
登録要件チェック表

１　申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（協力設計事務所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　該当項目　　　掲載要件のうち該当するもの全てに該当欄に○を記載

①から③はいずれかに該当すれば登載可能。④への該当は必須

	
	掲載要件
	該当
	審査欄（記載しないこと）

	①
	長期優良住宅の元請け工事実績があること若しくは設計・監理の実績があること
	
	

	②
	公的団体等が開催した長期優良住宅に関する講習会を受講した者を社員として有すること
	
	

	③
	上記に該当する県内建築設計事務所と長期優良住宅に関して協力して取り組む体制があること
	
	

	④
	茨城県内に本社を有すること
	
	


３　具体の該当内容　　「２　該当項目」の表の「該当」欄に○を記載した項目のみ記載
①に該当する場合

該当する茨城県認定長期優良住宅について次の事項を記載（直近の物件１つを記載）

（県認定がない場合は県内市の認定物件を記載し、備考欄に認定市名を記載）

	認定番号
	認定年月日
	建築場所
	備考
	審査欄

	
	
	
	
	


②に該当する場合

　　対象講習会に参加した社員の氏名を記載し、社員証等の写しを添付すること

	講習会番号
	参加者氏名
	審査欄

	
	
	


注意：対象講習会は、県住宅課ＨＰに掲示（随時更新）しています。
③に該当する場合

　　協力事務所について３①、②を記載し、当該事務所と連名で両者押印のうえ申請を行うこと。
④への該当状況　本社所在地を記載、③に該当する場合は協力設計事務所についても記載
工務店　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（協力設計事務所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式第３号）
平成　　　年　　　月　　　日

茨　城　県　知　事　　　殿

（掲載依頼工務店）住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
（協力設計事務所）住所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　
長期優良住宅取り組み工務店名簿登録事項変更届

茨城県長期優良住宅制度取り組み工務店登録制度要綱第４条第１項の規定により、次のとおり登録事項の変更を届け出ます。
変更内容
	登録事項
	変更前
	変更後

	工務店名
	
	

	住所
	
	

	電話
	
	

	該当項目
	
	

	協力設計事務所名
	
	

	協力設計事務所住所
	
	

	
	
	


記載上の注意
· 変更がある項目のみ記載してください。
· 住所欄に記載する住所は県内であることが必要です。
· 必要に応じ、会社の登記簿謄本などの変更内容の確認ができる資料を添付してください。
· 協力設計事務所を別の設計事務所に変更する場合は、変更扱いではなく、登録のやりなおしとなります。現在の登録の取り下げと併せて、新規に登録申請を行ってください。
（様式第４号）
平成　　　年　　　月　　　日

茨　城　県　知　事　　　殿

（掲載依頼工務店）住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
（協力設計事務所）住所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　
長期優良住宅取り組み工務店名簿登録取り下げ届
茨城県長期優良住宅制度取り組み工務店登録制度要綱第５条第１項の規定により、名簿登録の取り下げを届け出ます。

取り下げ届けを行う名簿登録事項
　１　工務店名
　２　住所
　３　電話
　４　該当項目　　　　①　　　②　　　③　　　

記載上の注意

· ４の該当項目は、該当する番号を○で囲んでください。
